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要　約
本稿では、まず、大企業のオープン・イノベーション戦略が、主に、①イノベーションのディ
レンマ、② Not Invented Here シンドローム、③ No Slackness な資源配分、の三つの理由から、
上手くいかないことを確認する。その上で、上記 3 つのような状況に陥ってしまう、より根本
的な原因は、その企業の組織能力（Capabilities）の状況にあることを示す。つまり、外との
連携を模索する大企業に、その連携先（スタートアップ企業である場合が多い）が持っている
「リソースとしての Capabilities」と親和的な Capabilities が用意されていない場合、オープン・
イノベーションはうまくいかない可能性が高い。
Abstract
Open innovation strategies by large corporations seemingly often fail because of 1） Innovator’s 
dilemma, 2） “Not Invented Here” syndrome, and 3） “No Slackness” dilemma. This research 
investigates more fundamental reasons for this failure. We find that organizational capabilities may 
fundamentally affect a large corporation’s open innovation policies. If a large corporation lacks 
capabilities of linking a start-up’s resources well to itself, its open innovation initiatives are more 
likely to fail.
1 ．序論：S 字カーブの束としての企業
大企業は、その一つの大きな経営課題として、新たなイノベーションの芽を何らかの形で発掘し、そ
れを事業化し、その企業の次のコア事業にまで育てていくことが求められている。大企業は多角化が進
めば進むほど、多くの事業が同時に進行している。それは、いわゆる「S 字カーブ」が複数走っている
状態である。ピークを既に過ぎた事業、指数的に急成長している事業、投資をまさに開始した段階で今
後の事業の成否がみえない事業、など多くの事業が事業ポートフォリオに入っている状況だ。大企業と
は、これら多くの「S 字カーブ」の束と考えることも可能ですらある。
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さらに、大企業が長期的に継続していくたため
には、新たな「S 字カーブ」の供給が常に求めら
れる。なぜならば、ピークを既に過ぎた事業だけ
しか事業ポートフォリオに残っていない場合、そ
の企業の存続はとても難しくなってしまうからだ。
下図がその状況を示している。
そうであるならば、大企業は何らかの方策で、
新たな「S 字カーブ」を常に供給していく道を探
らなければならない。”Closed Innovation” がイノ
ベーション・プロセスとして本流であった頃は、
企業内に新たな「S 字カーブ」の源泉を発掘しようとしていたはずだ。しかし、”Closed Innovation” の
限界が認識された現在では、企業は自企業の外にその源泉を求めざるを得なくなってきている。これが、
昨今、日本企業も、”Open Innovation” に活路を見いだそうとしている背景だ。しかし、日本企業に限
らず、Open Innovation をうまくマネージした上で、さらに望むような結果を出していくことは、組織
として並大抵には達成できない。
2 ．イノベーションのディレンマと NIH（Not Invented Here）シンドロームの呪縛
では、S 字カーブを組織の外にある力（capabilities）を借りて、継続的に生み出していくにはどうす
ればいいのだろうか。それが、現在多くの日本企業が直面している大きな課題だ。
日本企業に限らず、企業はそもそも、外の力を借りて新規事業に取り組むことには不得手な組織体と
言っていいだろう。なぜなら、企業組織は、ステークホルダーからの収益向上のプレッシャー（それは
往々にして近視眼的である）を前に、短期的な企業価値向上を目指さざるを得ない。この場合、企業は、
Christensen の言う「イノベーションのディレンマ」に典型的に陥ってしまう。つまり、自社の既存事
業を将来的に脅かす可能性のある他社（典型的には新興企業の場合が多い）の破壊的新規事業への参入
（あるいはその他社との連携）を合理的な理由で退けてしまう。なぜなら、そのような新規事業は、今
の段階においては、①利益率も低く、②市場も小規模で、③自社にとって最も収益性の高い顧客からの
需要も弱く、自社の企業価値を高めない、と「合理的に」判断してしまうからだ。
また、自社の既存事業からの距離が近い事業を展開しつつある新興企業との連携にも大企業は消極的
な判断をしてしまう場合が多い。そのような他社事業は、自社事業との補完性が高いのだが、それが故
に、自社の担当部門が「他社がやっていることは自社内でも提供可能である」として、他社との連携に
否定的な態度を示す傾向にある。すべてを自社で提供すべき、という典型的な Not Invented Here シン
ドロームに陥り、せっかくのオープン・イノベーションの機会を逸してしまう。
企業価値を高めることに、少なくとも短期的には動機付けがなされている経営陣は、外との連携で新
しい事業の種にコミットするよりも、現在取り組んでいる事業をいかに効率的に運営するかにより注力
する傾向が強い。端的に言えば、ギリギリまで既存事業にかかるコストを削減しようとする。コスト削
図 1 ：S 字カーブの束としての企業
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減だけを言えば消極的に聞こえかねないが、優秀な経営者はコスト削減を経営目標の一つにかかげつつ
も、より広い視点から既存の製品・サービスの提供に最適な組織体を構築しようとしているはずだ。こ
れは、極めて合理的な判断であり、企業価値を高めることに寄与するであろう。つまりは、現在の製品・
サービスのポートフォリオを最も効率的に提供するために自社の組織能力を研ぎ澄まそうとする。そこ
では、外との連携で不確実な新規事業に取り組もうとする動機付けはどうしても合理的に弱くなる。組
織として、新しいことにリソースを割く余力を準備できなくなる。その結果、近い将来のための新たな
スマイル・カーブの発見は難しくなる。
これももう一つのディレンマ状況と言える。遊び（Slackness）の部分を企業が「合理的に」準備で
きなくなる。また、言い換えれば、将来の企業価値向上に向かうはずのリソースを犠牲にして、既存事
業からのリターンの最大化を優先してしまう。ここでは、　これを「No Slackness ディレンマ」と呼ん
でおきたい。
上述した三つの制約が、外との繋がりを構築し新たな事業の源泉を探そうとするオープン・イノベー
ションへの動機付けを大企業にもたらさない状況を生んでいる。更に、この制約を背景に、表面的には
企業組織における官僚的性質が様々な「やらない」理由を探し出し、手続き的にも外と繋がらないとい
う経営判断を正当化してしまう。
その結果、企業外に存在する魅力的な新興企業とのコネクションの構築を推進する誘因は弱くならざ
るを得ない。樋原（2016）は、大企業の CVC 投資が向かうであろう新興企業の事業領域を、①大企業
の既存事業からの距離、及び②新興企業の事業特性と大企業の既存事業の間の関係性（補完性と代替性
のスペクトラムに位置づけ）の二つの次元からマッピングしている。その事業マッピング上のほとんど
すべての領域において、上述の三つの制約のいずれかが原因となり、外との連携をしないという判断に
陥りかねない状況を下記の図 2 は示している。
図 2 ：オープン・イノベーション対象企業の事業マッピング
 樋原（2016）による分類
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3 ．企業の組織能力（Capabilities）とオープン・イノベーション
企業は、上記のように、（a）NIH シンドローム、（b）イノベーションのディレンマ、（c）No 
Slackness ディレンマに陥りやすい。それは、経営陣が合理的にかつ短期的に企業価値の向上に努めれ
ば努めるほど、その症状は深刻になりそうだ。では、このような症状に陥ってしまう、より根本的な要
因を我々は考える必要があるのではないだろうか？
ここで考えてみたいのは、企業の組織能力が原因となっている可能性だ。例えば、Christensen and 
Kaufman （2008）は、企業の組織能力は次の 3 つの異なる種類の capabilities から成り立っていると説
明している。
一つ目は、”Resources” としての capabilities だ。これが通常まず思い浮かべる capabilities であり、
個人のそれを言う場合と極めて近い種類の能力と言っていい。従業員のそれでもあるし、製造業であれ
ば稼働している固定資産としての機械などが挙げられる。ここでは、企業の組織能力について語ってい
るが、例えばサッカー・チームの組織能力について同じように語ったとすれば、この ”Resources” とし
ての capabilities は、各選手の個人の身体能力と言える。いわゆる、フィールで実際にボールを受け、
蹴り、走り回る能力だ。企業活動におけるそのような能力をここでは想像しておきたい。
二つ目の種類の capabilities は、”Processes” としての capabilities だ。企業活動は上述の “Resources”
だけでは回らない。“Resources” をいかに繋ぎ合わせて新たな価値を生み出すのか、そのようなプロセ
スを設定し実行する能力、同じことだが、手順設定能力、も企業のパフォーマンスを大きく左右させる。
サッカー・チームに喩えるなら、ゲームでのフォーメーション（例えば、4-3-3など）を想像してもら
うといいであろう。まさに、11人の各選手の身体能力をどのように繋ぎ合わせるのかのプロセスを示し
おり、それは企業活動に置き換えても非常に示唆的である。
三つ目は、“Priorities” と呼ばれる capabilities だ。企業経営を行う中にあって、企業内の資源配分の
優先順位をつけることのできる判断能力と言ってもいいであろう。この能力は、より職位の高い企業人
に求められるもので、特に経営陣はこのレベルでの判断を常に求められている。であるから、経営陣の
経営能力と言ってしまってもいいのかもしれない。サッカー・チームの比喩をもう一度だけ使うなら、
まさに監督が求められる能力だ。あるいは、さらに、サッカー協会などのより高次の組織もこの能力を
求められていると言っていい。協会の親善試合の
マッチメーキング能力などが、チームのその後の
公式戦の勝敗を左右したりするわけで、チームが
勝つためにはとても重要である。企業経営におい
ても、経営陣、さらにはコーポレート・ガバナン
スを担う高次のステーク・ホルダーの capabilities
が企業パフォーマンスを左右している例は多い。
以上で触れた企業の三つの capabilities を図 3 に
まとめておく。
企業がオープン・イノベーション政策を実行し
図 3 ：Capabilities（組織の能力）
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ようとする場合、いうまでもないことだが、上記の 3 つの種類の企業の capabilities が複合的に問われ
ることになる。米国で例えば、Google などは子会社のコーポレート・ベンチャー・キャピタルである
Google Ventures に多くのスタートアップ企業に投資している。その投資は数で秀でているだけではな
く、図 2 が示す事業マップを広範にカバーしており、日本の大企業がマップ上のどの領域においても
オープン・イノベーション型の投資を躊躇してしまうのと極めて対照的だ。
Google などのオープン・イノベーションに秀でた米国企業と、日本の大企業のもう一つの違いは、
本体企業がどれだけのスピードと数で新たな人材を雇用し続けているかという点だ。Google などは常
に新たな人材の取り込みを大量に行っているのと比較すると、日本の大企業の中途採用のスピード感と
量は、以前とは変わって来たとはいえ、まだまだ小さいと言える。言い換えれば、Google などは、外
のスタートアップ企業にオープン・イノベーション型の投資を推し進めるのと並行して、自社内部への
新たなリソースの取り込みも同じようなスピードで行っているということだ。それに対して、日本企業
はオープン・イノベーション型の投資を行ったとしても、それに準ずる規模での中途採用などを行って
いるようには見えない。
ここで重要なポイントは、Google などは、先述した三つの capabilities のうち少なくとも “Resources”
としての社内 capabilities を常にアップデートして最新のものにしている可能性が高いということだ。
それに対して、日本企業では社内の “Resources” としての capabilities をアップデートしている例はあ
まり多くないのではないだろうか。これが、オープン・イノベーションの成否を左右している可能性は
高い。
つまり、日本企業の場合は、素晴らしいオープン・イノベーション型の投資機会をみつけたとしても、
そこから期待される将来のベネフィットを実際に実現させることのできる社内の capabilities が徹底的
に不足しているがために、そのオープン・イノベーション政策からの果実が実現できない、あるいはそ
のプロセスに入り込むこと自体を躊躇しているのではないだろうか。
図 2 で示した、A,B,C の各領域の投資において、日本企業の社内 capabilities が三種類のどの要素に
おいても複合的に不足している可能性は高い。例えば、領域 A では、社外の　“Resources” としての
capabilities の受け入れを拒む場合が多いであろう。それは、すなわち、それと類似したあるいは親和
性のある “Resources” としての capabilities が社内にないために起こっている可能性がある。
また、領域 B では、イノベーションのディレンマを克服していこうというような経営陣の経営能力
が欠けていることが、オープン・イノベーション型の投資が実際に起きない理由として大きい。日本企
業でもいわゆるオーナー企業、あるいは、創業者が社長である場合は、この　“Priorities” としての
capabilities を備えている例は多く、よりオープン・イノベーション型の投資に積極的だ。伝統的大企
業の経営陣とのこの種類の capabilities の差は大きいと言える。
領域 C への投資が進まないのは、社内での意思決定手続きがこのような投資を想定していないこと
が原因の一つになっている場合が多いと言える。手続きに加えて、領域 C への投資の評価を的確にや
る手法も社内で認知・共有されていない場合が多い。図 4 に以上の論点をまとめてみた。
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4 ．結語：エコシステムはこの課題を解決できるか？
以上の分析は、オープン・イノベーションがうまくいかない根本的な要因は、大企業サイドの対応す
べき社内 capabilities が不足している点である、ことを示している。これによって、（a）NIH シンドロー
ム、（b）イノベーションのディレンマ、（c）No Slackness ディレンマ、というレベルの要因分析では、
見えてこなかった解決方法が見いだされるかもしれない。
つまりは、問題は、「どうやって、社内に取り込むべき capabilities を日本企業は調達すべきなのか」
という点に収斂してくるはずだ。それは労働市場の流動性の問題（経営層レベル及びプレーヤー・レベ
ル）でもあり、また capabilities を養成する大学などの教育機関の役割も問われるであろうし、更には、
国際的に capabilities を調達するための環境整備の問題でもある。また、 “Processes” としての
capabilities の不足は、組織文化の問題とも関わってくる。問題の射程は我々が通常考えているよりも
遠く、深いと、再認識する必要があると思われる。
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図 4 ：事業マッピング上の投資の障害となりうる主な社内 capabilities の種類
